
財務諸表に対する注記 
 

 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券等の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）によっております。 

②子会社株式 

取得原価によっております。 

③満期保有目的の債券及び子会社株式以外の有価証券等 

・市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。なお、債券のうち取得原価と債券金

額の差額の性格が金利の調整と認められるものについては、償却原価法を適用した上で時価

評価をしております。 

・市場価格のないもの 

取得原価によっております。 

なお、有限責任事業組合及び投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規

定される決算報告日において入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①建物付属設備及び什器備品 

定率法によっております。なお、平成２８年４月１日以降に取得した建物付属設備は定額法を

採用しております。 

②ソフトウェア 

定額法によっております。 

③リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、

貸倒懸念債権など特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上しており

ます。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発

生していると認められる額を計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職金の支給に備えるため、内部規程に基づき、当期末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 

（４）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 



　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりであります。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　基本財産

基本財産引当預金 7,849,875 0 0 7,849,875

基本財産投資有価証券 5,626,023,145 402,511 0 5,626,425,656

5,633,873,020 402,511 0 5,634,275,531

　特定資産

助成･調査研究業務運営準備預金 772,726,658 96,587,822 0 869,314,480

メザニン支援業務貸付金 91,600,000,000 9,700,000,000 0 101,300,000,000

民間都市開発事業支援業務引当預金 5,026,792,527 549,298 0 5,027,341,825

メザニン支援業務運営準備預金 8,053,619,893 86,001,111 0 8,139,621,004

まち再生出資業務投資有価証券 22,370,350,716 0 182,598,718 22,187,751,998

まち再生基金預金 9,336,001,709 0 537,948,740 8,798,052,969

建設仮勘定 8,204,040,434 0 4,204,040,434 4,000,000,000

割賦譲渡元金 31,305,405,000 4,916,439,000 0 36,221,844,000

まち再生参加業務円滑化準備預金 121,090,691 0 2,303,768 118,786,923

参加業務等債権管理準備預金 4,752,352,835 0 250,804,656 4,501,548,179

まちなか公共空間等活用支援貸付金 0 41,700,000 0 41,700,000

まちなか公共空間等活用支援引当預金 55,845,000 59,001,750 0 114,846,750

都市再生ファンド子会社株式 100,000,000 0 0 100,000,000

まちづくりファンド支援業務出資金 1,093,157,199 1,642,430,372 0 2,735,587,571

土地業務延払譲渡元金 2,694,600,000 0 0 2,694,600,000

土地業務運営準備預金 3,847,577,817 0 350,505,268 3,497,072,549

退職給付引当預金 228,872,400 20,871,500 0 249,743,900

役員退職慰労引当預金 19,065,500 6,687,000 0 25,752,500

貸倒引当金 △ 2,930,831,927 0 △ 134,249,595 △ 2,796,582,332

186,650,666,452 16,570,267,853 5,393,951,989 197,826,982,316

192,284,539,472 16,570,670,364 5,393,951,989 203,461,257,847

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりであります。

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

　基本財産

基本財産引当預金 7,849,875 (7,849,875) (0) (0)

基本財産投資有価証券 5,626,425,656 (5,626,425,656) (0) (0)

5,634,275,531 (5,634,275,531) (0) (0)

　特定資産

助成･調査研究業務運営準備預金 869,314,480 (0) (869,314,480) (0)

メザニン支援業務貸付金 101,300,000,000 (0) (0) (101,300,000,000)

民間都市開発事業支援業務引当預金 5,027,341,825 (5,027,341,825) (0) (0)

メザニン支援業務運営準備預金 8,139,621,004 (0) (8,139,621,004) (0)

まち再生出資業務投資有価証券 22,187,751,998 (22,187,751,998) (0) (0)

まち再生基金預金 8,798,052,969 (8,798,052,969) (0) (0)

建設仮勘定 4,000,000,000 (0) (0) (4,000,000,000)

割賦譲渡元金 36,221,844,000 (0) (1,041,006,000) (35,180,838,000)

まち再生参加業務円滑化準備預金 118,786,923 (118,786,923) (0) (0)

参加業務等債権管理準備預金 4,501,548,179 (0) (4,501,548,179) (0)

まちなか公共空間等活用支援貸付金 41,700,000 (0) (0) (41,700,000)

まちなか公共空間等活用支援引当預金 114,846,750 (114,846,750) (0) (0)

都市再生ファンド子会社株式 100,000,000 (0) (100,000,000) (0)

まちづくりファンド支援業務出資金 2,735,587,571 (2,735,587,571) (0) (0)

土地業務延払譲渡元金 2,694,600,000 (0) (2,694,600,000) (0)

土地業務運営準備預金 3,497,072,549 (0) (3,497,072,549) (0)

退職給付引当預金 249,743,900 (0) (0) (249,743,900)

役員退職慰労引当預金 25,752,500 (0) (0) (25,752,500)

貸倒引当金 △2,796,582,332 (0) (△2,796,582,332) (0)

197,826,982,316 (38,982,368,036) (18,046,579,880) (140,798,034,400)

203,461,257,847 (44,616,643,567) (18,046,579,880) (140,798,034,400)

科　　　目

小　　　計

小　　　計

合　　　計

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科　　　目

小　　　計

小　　　計

合　　　計



４．担保に供している資産

　担保に供している資産はありません。

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりであります。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物付属設備 82,551,911 74,296,595 8,255,316

什器備品 44,877,785 32,520,489 12,357,296

ソフトウェア 46,959,210 25,582,939 21,376,271

リース資産 14,815,680 3,703,920 11,111,760

189,204,586 136,103,943 53,100,643

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりであります。

（単位：円）

帳簿価額 時　　価 評価損益

国債 3,986,425,656 4,727,482,000 741,056,344

地方債 1,440,000,000 1,466,188,000 26,188,000

政府保証債 200,000,000 200,940,000 940,000

5,626,425,656 6,394,610,000 768,184,344

７．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりであります。

８．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりであります。

（単位：円）

金　　　額

 経常収益への振替額

基本財産受取利息の振替額 100,961,200

民間都市開発事業支援業務引当預金受取利息の振替額 102,192

まち再生基金受取利息の振替額 1,874,923

まち再生出資業務受取配当金の振替額 155,780,290

まち再生参加業務円滑化準備預金受取利息の振替額 24,219

まちなか公共空間等活用支援引当預金受取利息の振替額 316

まち再生参加業務円滑化調査費充当による振替額 2,303,768

まち再生出資業務に係る管理運営費充当による振替額 163,945,231

 経常外収益への振替額

国庫納付による指定解除額 556,902,227

981,894,366合　　　計

内　　　容

合　　　計

科　　　目

種類及び銘柄

合　　　計

（単位：円）

交付者
前期末
残　 高

当期増加額 当期減少額
当期末
残   高

貸借対照表上
の記載区分

 補助金

都市再生推進事業費補助金

　（まちづくりファンド支援事業） 国土交通省 0 1,650,000,000 1,650,000,000 0

 補給金

民間都市開発推進機構補給金

　（まちなか公共空間等活用支援事業） 国土交通省 0 59,050,055 59,050,055 0

0 1,709,050,055 1,709,050,055 0

補助金等の名称

合　　　計



９．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当機構は、民間事業者によって行われる都市開発事業及びまちづくり事業に対する様々な資金支

援業務を実施しております。 

これらの業務を実施するため、国及び金融機関からの借入等により資金を調達しております。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当機構が保有する金融資産は、主として、国内の法人に対する金銭債権、国内の法人、有限責任

事業組合及び投資事業有限責任組合に対する出資並びに運用目的で保有する国債及び地方債等

の債券の３つに分類されます。 

金銭債権は、与信先の財務内容の悪化等により、資産の価値が減少又は消滅し、損失を被る信用

リスクに晒されております。 

出資は、投資先の財務内容の悪化等により、資産の価値が減少又は消滅し、損失を被る投資リス

クに晒されております。 

債券は、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。 

また、借入金等は、当機構の信用力低下や外生的な事象により、業務遂行に必要な資金が調達

できなくなる又は高コストでの資金調達を余儀なくされ損失を被る等の資金流動性リスクに晒されてお

ります。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク及び投資リスクの管理 

当機構は、各業務の特性に応じて、個別案件ごとの審査、信用情報管理、保証や担保の設定、

財務状況等のモニタリング、問題が生じた支援先への対応など、信用・投資リスクに対する管理体

制を整備し、運用しております。 

支援先のモニタリング等は、都市開発支援部及びまちづくり支援部（旧管理部を含む）が審査部

と連携して行っており、その情報は、リスク管理委員会における信用・投資リスク管理報告を経て、

代表理事及び業務執行理事で構成される常任理事会において年２回報告されております。 

これらのリスク管理は、当機構の「内部統制システムの基本方針」、「リスク管理基本方針」、「リス

ク管理委員会規程」、「信用・投資リスク管理報告に関する規程」及び「信用・投資リスク管理報告マ

ニュアル」に基づいて行われております。 

 

②市場リスク及び資金流動性リスクの管理 

運用目的で保有する債券に係る市場価格の変動リスクについては、総務部において時価の把

握を行うことで管理しております。 

資金調達に係る流動性リスクについては、政府保証による資金調達や国からの借入れを行うな

ど、各業務の調達スキームにおいてリスクの軽減を図っております。 

また、当機構は上記①の規程類のほか「市場リスク及び流動性リスクの管理報告に関する規程」

を制定し、代表理事及び業務執行理事がこれらのリスクの状況等を的確に把握できる体制を整備

しております。 

 

 

 

 

 

 



１０．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。 
（単位:百万円） 

 

(*1) 現金及び預金は、貸借対照表の民間都市開発事業支援業務引当預金、メザニン支援業務運営準備預金、まち再

生基金預金、参加業務等債権管理準備預金及び土地業務運営準備預金の合計額を表示しております。 

(*2) 満期保有目的の債券は、貸借対照表の基本財産投資有価証券を表示しております。 

(*3) 当該貸倒引当金は、まち再生出資等事業及び経済危機対応特別事業の合計額を表示しております。 

 

 (注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

（１）現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

 

（2）有価証券 

債券の時価については、日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値によっておりま

す。 

 

（3）メザニン支援業務貸付金 

メザニン支援業務貸付金については、劣後債権であることから、将来キャッシュ・フロー又は担保の

処分見込額に基づいて貸倒見積高を個別に算定しており、時価は決算日における貸借対照表価額

から貸倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもって時価としております。 

 

（4）割賦譲渡元金 

割賦譲渡元金については、無利子の政府借入金と金融機関借入金を財源とした低金利の債権で

あることから、元利金の合計額をリスクフリー･レートで割り引いて現在価値を算定しております。 

また、貸倒懸念債権については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値、又は、担保及び保証に

    
貸借対照表            

計上額 
時 価 差 額 

資 産    

（１） 現金及び預金(*1) 29,964 29,964 － 

（2） 有価証券    

  ① 満期保有目的の債券(*2) 5,626 6,395 768 

（3） メザニン支援業務貸付金 101,300 101,300 － 

（4） 割賦譲渡元金 36,222   

  貸倒引当金(*3) △416   

  差 引 35,806 36,842 1,036 

（5） 土地業務延払譲渡元金 2,695   

 貸倒引当金 △2,381   

 差 引 314 314 － 

負 債    

（6） 政府借入金 33,254 32,825 △428 

（7） 政府保証借入金 5,500 5,391 △109 

（8） 政府保証債 95,800 93,553 △2,247 

（9） 金融機関借入金 5,927 6,286 359 

     

     



よる回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表

価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 

 

（5）土地業務延払譲渡元金 

土地業務延払譲渡元金については、将来キャッシュ・フロー又は担保の処分見込額に基づいて貸

倒見積高を個別に算定しており、時価は決算日における貸借対照表価額から貸倒見積高を控除し

た金額に近似しているため、当該価額をもって時価としております。 

 

（6）政府借入金 

政府借入金については、無利子の借入金であることから、元金の合計額をリスクフリー･レートで割

り引いて現在価値を算定しております。 

 

（7）政府保証借入金 

政府保証借入金については、政府の保証が付されていることから、元利金の合計額をリスクフリー･

レートで割り引いて現在価値を算定しております。 

 

（8）政府保証債 

債券の時価については、日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値によっておりま

す。 

 

（9）金融機関借入金 

金融機関借入金は、参加業務及び共同型都市再構築業務の制度上、政府借入金と併せて割賦

譲渡元金の財源となっているため、これらの現在価値の算定と同様に元利金の合計額をリスクフリー･

レートで割り引いて現在価値を算定しております。 

 

(注２)市場価格のない株式等は、「（2）有価証券」には含めておりません。当該金融商品の貸借対照表計

上額は以下のとおりであります。 

 

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式等（*1） 25,023 
（*1）都市再生ファンド子会社株式（同 100 百万円）、まち再生出資業務投資有価証券（同 22,188 百万円）、まちづくりファ

ンド支援業務出資金（同 2,736 百万円）は、時価開示の対象とはしておりません。 

 

 

１１. 退職給付関係 

（１）採用している退職給付制度の概要 

当機構は、職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を設けております。退職一時金制度は、

簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。 

 

（2）確定給付制度 

①簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

 （単位：円） 

退職給付引当金の期首残高 228,872,400 

 退職給付費用 24,673,600 

 退職給付の支払額 △3,802,100 

退職給付引当金の期末残高 249,743,900 

 

 



②退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 （単位：円） 

非積立型制度の退職給付債務 249,743,900 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 249,743,900 

  

退職給付引当金 249,743,900 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 249,743,900 

 

 

③退職給付費用 

簡便法で計算した退職給付費用       24,673,600 円 

 

１２．重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

１３．その他の注記事項 

（１）特定資産に対応する負債について 

特定資産に対応する負債については、固定負債として計上しております。 

 

（２）まち再生出資業務による出資について 

当機構は、都市再生特別措置法第７１条第１項第１号に規定する業務及び広域的地域活性化の

ための基盤整備に関する法律第１５条第１項第１号に規定する業務の一環として、当期末において次

の法人に出資しております。 
 

まち再生出資業務による出資法人 

1. 豊田市駅前通り南開発株式会社 

2. 篠崎駅西口公益複合施設株式会社 

3. 特定目的会社ＩＭＣ第２ 

4. 総曲輪シテイ株式会社 

5. 株式会社ラトブコーポレーション 

6. 片山津大江戸温泉物語株式会社 

7. かちどきＧＲＯＷＴＨ ＴＯＷＮ株式会社 

8. 青草辻開発株式会社 

9. 株式会社ウェーブイン 

10. 株式会社山下家 

11. 魚津駅南開発株式会社 

12. 宮崎グリーンスフィア特定目的会社 

13. 熊本城桜の馬場リテール株式会社 

14. ＤＨ牧志特定目的会社 

15. 株式会社天文館 

16. 株式会社日本平ホテル 

17. 神戸がん医療推進合同会社 

18. オガールプラザ株式会社 

19. 氷見まちづくり株式会社 

20. 九州重粒子線施設管理株式会社 

21. 仙台水族館開発株式会社 

22. 特定目的会社ＴＭＫ並木横丁 

23. 株式会社海楽荘 

24. 株式会社タンガテーブル 

25. 弥栄かけがわ株式会社 

26. 株式会社プロパティマネジメント片町 

27. オガールセンター株式会社 

28. ホテルグリーンコア坂東特定目的会社 

29. 合同会社青山ライフプロモーション 

30. 北斗開発株式会社 

31. 合同会社夕陽 

32. オン・ザ・ルーフ株式会社 

33. 株式会社 Katasudde 

34. 株式会社ファイターズスポーツ＆エンターテイメント 

35. 名古屋テレビ塔株式会社 

36. 富士見町開発合同会社 

37. 合同会社瀬戸田ホールディングス 

38. 合同会社舞鶴オフィスプロジェクト 

39. 飯田駅前プラザ株式会社 

40. 旧奈良監獄保存活用株式会社 

なお、これらの出資は、上記業務の一環として行ったものであり、出資先の支配を目的とするもので

はありません。 

 

（３）まち再生参加業務円滑化基金の運用益について 

まち再生参加業務円滑化基金の運用益から当該基金事業による業務費を支出した残額をまち再

生参加業務円滑化準備預金として表示しております。 

当該準備預金は、翌期以降の当該基金事業による業務費に充てることとなっております。 


